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　　　1．はじめに

一企画と活動の中間的報告一

　平成16年度に、私たちのr相互研修型FDの組織化による教育改善」と題するブびジェク

トは、文部科学省の「特色ある大学教育支援フログラム」（以下㌧らGP’遇略称する）で採択された、

4斗艮告書は、このフロジェクトの平成17年度まで」）活動について、中問的に報告するもので

ある　この採択以後の実質的には1年’トの期間で、本フロジェクトは、若干の助走期悶を経て

本格的な実施にむかうことができた．本報告書では、この助走と実施の概要について報llテする

1．本GP企画のめざすもの一啓蒙型FDから相互研修型FDの組織化へ一

　まずはじめに、本GPアロジェクトの企図について、そのアウトラインを記しておきたい、

「相互研修型FDの組織化による教育改善」というブロジェクトは、我が国のFDの現状に対

応しようとする企画で歩）る。これまでのわが国（7）FDは、多くの場合、大学教育のあl！かたに

関士る一般的な島馴葡、「先進的な」事例や関連データび）紹介、具体的な教授法や評価法などを、

洗〆的に伝達する1啓蒙型」であ・）た。だが、FD普及初期段階（第1期）でぽともかく、堺

在（塘II期）では、それぞれ4）現場び）固有性・特殊性を無視して、 一方的かつ一律に外からや

ってきた知識や技術を押しつけることは、ほヒんど無意味で友）る。FDがかなり普及した第H

期の現在では、各大学の教育当事者たちが自分たちのローカノレな現場性に根ざして自分たち自

身で組織する自生的な「相互研修型FD」こそが求められるのである、しかし残念なことに、

これはまだほとんどどこでも達成されていない課題であるにとどまっている、

　どこでも通嗣しそうな一般的な知識や技術などを伝達するトッブダウンの啓蒙は、簡単に実

行できる、しかしそれでは、特殊でローカルな利害のうちにある関係者の要請には、十分に応

えきれない、さらに、特殊でローカ・レな利害を前提とするFDの成果を一般化してこれを他の

実践者たちに伝達可能なもの・応用可能なものに＋ることも、難しいつまりr相互研修型FD

の組織化」という課題には、一般性の特殊化と特殊性の一般化との両面で、乗り越えがたい難

しさがあるヒいえるのである　しかしすでに啓蒙の時期をくぐり抜けたわが国ゾ）FDは、まさ

にこσ．球うな「組織化」をこそ切実に求めている 本GPフ1コジェクトは、まさにこのような

切実な時代の要請に応えようとするものである

　京都大学は、このような組織化をこれまでにすでに 一定程度達成してきた、っまり、一自由び）

学風」を理念として、さまざまた場で自生的な相圧研修型FD活動が展開され、これらを支援

するシステムも高等教育研究開発推進センター（以下「センター」）を中心に開発されてきたの

である、

　実際び）ところ、全学共通科目のA群科目（人文系科目）・自然科学実験系科目・外国語教

育の担当者たち、工学部、医学部、経済学部などで、教員集団が教育改善について自発的
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に議論を交わし共同意思を形成する自生的な相互研修型FD活動が展開されてきており、

その多くにセンターが参与してきた。たとえば工学部においては、種々の教育調査、カリ

キュラム改善の試み、公開授業などがなされてきたが、なかでも「ディベート形式による

工学部FDシンボジウム」は、相互研修型FDとして高く評価され、1ヨ本工学教育協会・平

成14年度「ヱ学教育賞」の最高賞r文部科学大臣賞」を受賞している．

　センダーは、京大内部のこれらの活動に直接間接に関与するとともに、センター独自のFD

活動をも展開してきた。公開実験授業、学部公開授業、さらには、出版物の公刊、公開研究会、

フォーラム、メーリングリスト、ホームヘージの整備など情報の整理公開などである。

　こうしてセンターは、京都大学内での「自生的FD諸活動」と「センターによるFD関連情

報の総括・公開、コンサルテーション」との間の相互促進的循環を中核として、以下び）ような

r相互研修型FD支援システム」を構築してきた、

【概念図1】

　　　　相互研修型FD支援システム

【葉】センターによる砺究・調査・分析

情報の収集　　　コンサルテーション

【2】部局単位での自生的FD活動

情報の提供　　・情報の収集・整理

【3肇センターによる砺究戒渠の公需と共有化

　しかしこれらFD活動の全学レベルでの組織化は、まだ 卜分ではない、これらを互いに関連

づけ、その成果を共有し組織化して、京都大学全体の教育改善を図らなければならない。本

GPブロジェクトr相互研修型FDの組織化による教育改善」が試みるのは、まさにこのよう

な組織化による教育改善である。具体的には、すでに開発されてきた支援システムを活用して、

工学部のトータルな学部教育改革を支援し、ここから得られた知見によ・）てシステムそのもの

を整備して、全学的な相互研修型FD活動の組織化とそれによる教育改善を前進させる。この

ようなブロジェクトが達成されるとすれば、それは、FD第H期に入りつつある我が国の高等

教育改革にとって、それなりの存在意義をもつものとかんがえることができるであろう、

2．工学部のFD活動とその支援システムの構築

　工学部はこれまでにも積極的に教育改善に努めてきたが、今目では次の3つの課題に直面し

ている。本プロジェクトは、二の3つの課題に対応しようとするものである。
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2－1．遠隔授業

　工学研究科・情報学研究科は、学部生を吉田キャンパスに残して、桂キャンパスヘの移転を

進めている、こび）ために、両キャンパスをつなぐ遠隔授業が必要である、実施にあたっては、

センターがこれまで（京都大学と慶慮義塾大学、鳴門教育大学、UCLAなどとを結ぶ）遠隔教

育ブロジェクトから獲得してきた知見、つまり、遠隔教育固有の授業法、学生の受講意欲を支

える学習集団の形成、TAの積極的活用などの知見が、活かされる。センターは関連する知見

やノウハウを提供し、コンサルテーションに応じ、遠隔授業実施過程でのFDを支援する、

2－2．公開授業
工学部では、先に述べた．「FDシンホジウム」に加えて、平成16年度から試行的に公開授業

と授業検討会を実施している、教員がそれぞれ自分に合った仕方で授業に関する知見を広く深

く獲得＋る機会である。センターは、8年間にわたる公開実験授業を通じて、関連する知見や

ノウハウを蓄積しており、これを工学部の教員集団に提供する．

2－3．授業評価調査と卒業研究調査によるカリキュラム改革

　国立大学の■学系学部では近年、「創成科目」による教育改善が導入されているが、京大では、

むしろ基礎教育にカを入れ、創成型教育はそれとしては実施せず、むしろ、4年次に卒業研究

などで実質的に創成型教育を行うというカリキュラムを編成している、このカリキュラム構成

がこのような所期の構想を本当に実現しているかどうか、詳しく評価し吟味する必要がある。

そのため、卒業研究調査と全学科での授業評価の導入を、めざしている、前者については、特

定の年代別に卒業研究の意義の変容を測定することをめざす。後者については、学生の達成、

意欲、関心、満足度などを正確に把握することをめざす。この二つの調査をカリキュラム改革

の基礎情報としたいのだが、その際には、調査をカリキュラム改革に結びっける二とび）できる

ノウハウを獲得することが求められる。大規模な評価データを処理する機器設備の適切な整備

を図るとともに、評価の方法、カリキュラム改善への回路などを設定する必要がある、センタ

ーは既存の知識や技能を提供するとともに、可能な限り適合的な実施形態が見いだせるように

協力する。

　遠隔授業、公開授業、授業評価・卒業研究調査によるカリキュラム改革は、三者が同時に実

施されることによって、工学部の教員集団をFD共同体へ組織化することに貢献する，センター

は、二の工学部との連携実践の成果を、公開研究会、　「モノグラフ」　（授業評価、授業改善に

関するもσ））、Webの「大学授業ネットワーク」などで公開し、より整備された関連情報伝達

ネットワークを形成し、同時に、これまでのようにさまざまな他の自生的FD諸活動にも参与し

て、全学レベルでの相互研修型FD組織化をめざす。

　以上を先の「支援システム」の図に書き込むと、下図のようになる、
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【概念図2】
　　　　　　　　〔【1】センターによ　・御析〕
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情報の収集一』　↓コンサルテーション
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情報の提供1　　↓情報の収集蟹
〔、【3】セン舛よる研究鯛公開と共有化，／

　本GPプロジェクトは、このように工学部との連携によってFD支援システムそび）ものの整

備をめざす毛、のであるが、将来的には、これまでの取組をさらに発展させ、相互研修型FD諸

活動を全学レベ・レで組織化することを目標としている、そのためにも、まずさしあたってまず、

センターの開発したFD支援システムによって工学部のトータルな教育改善の取組を支援し、

これによって獲得される知見によってシステムそのものを整備して、相互研修型FDの全学レ

ベノレでび）組織化の基盤を構築するのである。

3．本報告書にっいて

　これまでに文部科学省に採択されたGPプロジェクトにっいては、すでに、『事例集』（『特色

ある大学教育支援プログラム事例集』平成16年、17年、18年）や文部科学省ないし大学基準

協会び）ホームページで、詳細な紹介がなされてきている。私たちのGPプロジェクトについて

も紹介がなされており（たとえば、財団法人大学基準協会／「特色ある大学教育支援フログラ

ム」実施委員会『文部科学省特色ある大学教育支援プログラム事例集』平成17年2月，232・7

頁、なお、これについては、次頁からのr資料」を参照，このr資料」は、同『事例集』から

転載許可を得て抜粋したものである）、紹介の末尾には「採択理由．（同『事例集』237頁、本

報告書13頁）が書かれている。「理由」の前半では、採択の積極的な根拠が3つ挙げられ、末

尾で「また、この取組には、今後、全学的に広げていかなければならないという課題も認めら

れますが、これを克服すれば更なる発展が期待されます。」という、但し書きないし課題が示さ

れている。

　たしかに、さしあたっては本プロジェクトの中軸は、工学部との連携であり、この連携によ
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ってこそ私たちのめざす「支援システムの構築」が具体的に進められるものと期待される。し

かし、この支援システム構築過程においては、同時に、一ただたんに採択理由の課題づけに応

えるというばかりではなく、このプロジェクトの本来の趣旨からしても一このシステムの全学

への拡大的適用が、試みられなければならない。本プロジェクトではこれまで、「学部公開授業」、

「大学院生のための教育実践講座」などにおいて、このような全学的適用を試みてきた。

　本報告書は、本プロジェクトを構成する主要プロジェクトのうち、工学部との連携プロジェ

クトを中心に、工学部の枠を超える「大学院生のための教育実践講座」を加えて、構成されて

いる。学部公開授業については、別の機会に集中的に報告する。

　さて、採択が通知されてから今日までの実質1年半の問、私たちは、集中的にこのプロジェ

クトヘコミットしてきた。本報告書の「GP目誌」にも記されているように、運営会議は40数

回、工学部とのアンケートなどに関する打合会は10回あまり。公開授業は、薬学部、工学部、

経済学部、農学部、センターなどで、合計12回。本GPに関する公開報告は、大学教育研究

フォーラムや公開研究会などの形で、合計5回。2泊3日の研究合宿が、2回。「大学院生のた

めの教育実践講座」、さらに「8大学工学系博士課程学生フォーラム」（福井謙一記念研究セン

ター）での「博士課程学生のための教育実践講座」の開講など。公開授業を除いて、これらの

プロジェクトの成果については、本報告書でそれぞれに要約している。

　本プロジェクトは、半ばを終えて、本格的な実施と総括の時期を迎えっっある。私たちの意

図は、大規模な研究大学において（啓蒙型FDではなく）相互研修型FDの組織化をめざすこ

とにある。本報告書に読みとられるように、このプロジェクトの現状は、私たちのめざしてい

るく私たちの働きかけが教員たちの行っている日常的な教育改善活動と出会いこれを組織化す

る＞という水準には、まだまだとうてい到達していない。来年度以降は、働きかけを工学部以

外にものばし、このような日常的活動の組織化についてたしかな足がかりをえるべく努めたい、
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資料1

縛幾醸　』難 耀 鵜　垂　糖、議霧

∠　■大学・短期大学名：国立　京都大学

一　　一　　一　　一　一　　一　　一　一一　一　一　　一　　一　　一　一　　一　　、一　一　　一　　一　『　一　一　一　皿　　　　 　　 　　 　　一　一　　一　　』　　一　　』　一　一　　一　　 　　 　　 　　 　 　　 　　 　　一　　 　　一　　＝　　＝　一　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　、一　一　　一　一　　一　　一　一　　一　一　一　　 　　一　〕　　一　　 　ユ　　ー　『　 　　＝　一　　　　 　　一　　 　　 　　『　　一　　一　　 　　　　　　影

■取　組　名　称：相互研修型FDの組織化による教育改善

■取　組　単　位：大学全体
一

■取組担当者：高等教育研究開発推進センタニ　教授　田中　毎実

畦盈＿』一一
1．相互研修型FDの組織化　2．FD支援システム　3，公開授業・検討会

4．工学部の教育改善　5．FD共同体

1大学の概要

　京都大学は現在、10の学部、15の研究科等、13の附

置研究所、20の教育研究施設等をもち、広汎な学術分

野で独創的な研究成果を挙げるとともに優れた人材を

多数育成し、世界における主要な総合大学の位置を占

めている。

　本学は、その基本理念において、創立以来築いてき

た「自由の学風」を継承し、発展させつつ、多元的な

課題の解決に挑戦し、地球社会の調和ある共存に貢献

することをうたっている。〈教育＞においては、多様

かつ調和のとれた教育体系のもと、「対話」を根幹と

して「自学自習」を促し、卓越した知の継承と創造的

精神の酒養につとめること、および、教養が豊かで人

間性が高く責任を重んじ、地球社会の調和ある共存に

寄与する、優れた研究者と高度の専門能力をもつ人材

を育成することを目的としている。また、く運営》に

おいては、学問の自由な発展に資するため、教育研究

組織の「自治」を尊重するとともに、全学的な調和を

めざすことを理念に掲げている。

　平成15年4月には、全学共通教育の実施のために高

等教育研究開発推進機構を設置し、同時に、高等教育

研究開発推進センター（以下、「センター」という，）

を発足させた。センターは、高等教育教授システム研

究開発部門、全学共通教育カリキュラム企画開発部門、

情報メディア教育開発部門の3部門からなる。このう

ち高等教育教授システム研究開発部門は、平成6年6

月に設立された高等教育教授システム開発センターを

母体としており、大学におけるカリキュラム・授業・

評価のあり方についての実践的な研究を蓄積し、全学

のFD活動を支援してきた。他の2部門は、全学共通

教育の企画開発および実施の支援を任務としている。

研究と企画開発の部門をあわせもつユニークなセンタ

ーの存在は、京都大学の教育改革の必要性に関する自

覚と意欲の高さを示すものである。

2　本取組の内容

一「自由の学風」のもとでの相互研修型FDの組織化一

く1＞「自由の学風」を理念とする京都大学では、さま

　ざまな場で自生的な相互研修型FD活動が展開され、

　これらを支援するシステムもセンターを中心に開発

　されてきた。

く2〉しかしこれらFD活動の全学レベルでの組織化は、

　まだ十分ではない。これらを互いに関連づけ、その

　成果を共有し組織化して、京都大学全体の教育改善

　を図らなければならない。具体的には、開発されて

　きた支援システムを活用して、工学部のトータルな

　学部教育改革を支援し、ここから得られた知見によ

　ってシステムそのものを整備して、全学的な相互研

　修型FD活動の組織化とそれによる教育改善を前進

　させる。

【1．取組の背景一啓蒙型FDから相互研修型FDへ】

　これまでのわが国のFDの大半は、教授法や評価法

などを一方的に伝達する「啓蒙型」であった。だが、

普及初期段階（第1期）ではともかく、現在（第H期）

では、それぞれの現場の固有性・特殊性を無視して、

一方的かつ一律に教授法や評価法を押しつけること

は、無意味である。FD第H期の現在では、各大学の

教育当事者たちが自分たちのローカルな現場性に根ざ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　231
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資料1

事例31
躍難鯉　　　　　　穐　調町　珊即 謹

授業公開修観こよる騰善

公離業
†癒の　と嘉（　　
一 平成8任穫～現在まで計約170回（表2参照）／刊行物13点（表4参照）

i学部甥蝶

一
大
鞘 轍善の謝駿を行っている齢酬の睡（メディア糖醗じター）距！鐸鮮デレック帯騨センターな
　研究樹封との連薩

：SCS利用FDプログラム

「ひまわり」・「あさがお∫「ネットワ→♪

　ネツトワーク化

「大等辱…匙壽さ字、ットワ→」

　　どとの連携

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　』
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　而
　1瓢荊すぐ祉携節縢頒と漏化

」璽酬誕趨醜燗融革騰麟ρ蟻
　1授業公欄を実施している国立大≠19校をSGSなどで組織

　研究成果の公開と交流

畔1公開職会1大学教育改革フォーラム（表3参照）・大学教育研究集会

ともに平成7年度から。前者は編月で計62回、後者は毎年1回で計10回／平成15

年度は全国の国立大学を中心仁菊0名力く参加

表1　教員の自発的参加による相互研修型プログラム

して自分たち自身で組織する「旧互研修型FD」が求

められる、

【2．これまでの取組一相互研修型FD活動とFD支援

システムの開発】

　京都大学ては、全学共通科目のA群科目（人文科学

系および社会科学系科目）・自然科学実験系科目・外

国語教育の担当者、工学部、医学部、経済学部などで、

教員集団が教育改善について自発的に議論を交わし共

同意思を形成する自生的な相互研修型FD活動が展開

されてきており、その多くにセンターが参与してきた。

具体的には次のような活動がある。

全学レベル：全学共通教育などについて議論する場と

　して、1泊2日の合宿研修「全学教育シンポジウム」

　を、平成8年度から毎年200～250人の規模で実施し

　てきた（写真1参照〉。

部局レベル：たとえば工学部のFD活動の一つ、「ディ

　ベート形式による工学部FDシンポジウム」は、相

　互研修型FDとして高く評価され、日本工学教育協

　会・平成14年度「工学教育賞」の最高賞「文部科学

　大臣賞」を受賞している。

教員レベル：教員個々人の自発的参加による相互研修

　型ブログラムは、センターによって、表1のような

　形で企画・実施されてきた，

　センターが全国の大学に先駆けて開始した「公開実

験授業」は、教員相互の授業改善に役立つ典型的な相

互研修型FDである。和歌山大学、山形大学、島根大

学など多くの大学におけるFDのモデルとなり、文部

科学省「大学における教育内容等の改革状況について」

（平成14年）でもFDの典型例として紹介されている。

「授業参観プロジェクト」および「学部公開授業」は、

ローカリズム（内容・方法の専門性、独自の教育文化

など）に根ざしたFDをめざすものである。ネットワ

ーク化については、学内・外の特色ある大学教育実践

を収集・分析し、その内容を掲載した「大学授業ネッ

トワーク」を、Web上に構築している（写真2参照）。

授業内容や動画による授業風景などの情報を提供する

とともに、その特徴点が分析・提示され、FDの素材

として利用できるよう工夫されている。こうしてセン

ターは、「自生的FD諸活動」とセンターによる「研

究・調査・分析」、「実践・研究成果の公開」との間の

融　　婁・馬・袖弗㍉■

』4

写真1　全学教育シンポジウム（平成15年）

圏難鴛瓢1訊 ～ワF尾し・ン！！一ξ

写真2「大学授業ネットワーク」Webサイト
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資料1
滞マ可憶ゆ叩皿一　　一惚　　ξ　　　　　　　ぷ 罰7、羅鱈驚謬磯響一罪署i

一1　　【1】センターによる砺究・調査・分析
　　　　　　▲
情報の収判 コンサルテーション

　　　【2】部局単位での自生的FD活動

情報の提供 情報の収集・整理

【3】センターによる実践・研究成果の公開

図1「相互研修型FD支援システム」概念図

相互促進的循環を通して、図1のような「相互研修型

FD支援システム」を構築してきた，

【3．新たな取組一工学部の教育改善か5全学の相互

研修型FD組織化へ1

　これまでの取組を一らに発展させ、相互研修型FD

諸活動を全学レベルで組織化する，さしあたってまず、

センターの開発したFD支援システムによって工学部

のトータ，レな教育改善の取組を支援し、これによって

獲得される知見によってシステムそのものを整備し

て、相互研修型FDの全学レベルでの組織化の基盤を

構築する。工学部はこれまでにも積極的に教育改善に

努めてきたが、今日では次の3つの課題に直面してい

る。

（i）工学研究科・情報学研究科は、学士課程学生を

　吉田キャンパスに残して、桂キャンパスヘの移転を

　進めている　こゐために、画キャンパスをつなく

　隔乎＿マ、かセト要てある　実施にあノ≧’コては、センター

　かこれまて1京都大学と慶、色義塾大学、口弓門教育プ、

　学、UCLAなビとを結ふ〕遠隔教育ブロジェクトか

　ら5隻得してきたキロ見、つまり、三堂F扇孝交育固有し1）授業

　法、学生の受薄意欲を支える学習集団の形成、T、＼

　の積極的活用などの知見が、活かされる．センダー

　は関連する知見やノウハウを提供し、コンサ1レテー

　ションに応じ、遠隔授業実施過程でのFDを支援す

　る、

（ii）工学部では、先に述べた一FDシンホシウム」に

　加えて、平成16年度から試行的に公開授業と授業検

　討会を実施している・教員がそれぞれ自分に合った

　仕方で授業に関する知見を広く深く獲i得する機会で

　ある，センターは、8年間にわたる公開実験授業を

　通じて、関連する知見やノウハウを蓄積しており、

　これを工学部の教員集団に提供する、

（1の国立大学の工学系学部では近年、「創成科目」に

　よる教育改善が導入されているが、京大では、むし

　ろ基礎教育に力を入れ、創成型教育は4年次に卒業

　研究などで行うカリキュラムを編成している。この

　効果を評価する必要があり、そのため全学科で授業

　評価の導入をめざしている。学生の達成、意欲、関

　心、満足度などを正確に把握しつつ、これをカリキ

〔【1】一　究髄・分司

詠
　　　　　一L情報の収集

　　　　　　　　　　　1
コンサルテーション
r

〆　　　　臣】工学脚活動・

　　　　　　　　　、
l
i
　
　
　
　
　 公　　　　　　教
i　　検渉　　　員・
1　　　　討業
1　　　会．
1　曳　　　　　　　　　　ソ

’　　　　　　　　　　F「

　　　守ノ
ミk　　教員集団の職能開発

ノ

情報の提供↑　　↓
〔【3】センターによる賜研究成果の公開

情報の収集・整理

　　　　　〕

図2「相互研修型FD支援システム」の工学部での実施計画
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資料1

　事例31

　　　ユラム改革に結びつけることのできるノウハウが求

　　　められる，

　　　大規模な評価データを処理する機器設備の適切な

　　　整備を図るとともに、評価の方法、カリキュラム改

　　　善への回路などを設定する必要がある。センターは

　　　既存の知識や技能を提供するとともに、可能な限り

　　　適合的な実施形態が見いだせるように協力する。

　　　以上の遠隔授業、公開授業、授業評価によるカリキ

　　ュラム改革は、三者が同時に実施されることによって、

　　工学部の教員集団をFD共同体へ組織化することに貢

　　献する、センターは、この工学部との連携実践の成果

　　を、公開研究会、「モノグラフ」（授業評価、授業改善

　　に関するもの）、Webの「大学授業ネットワーク」な

　　どで公開し、より整備された関連情報伝達ネットワー

　　クを形成し、同時に、これまでのようにさまざまな他

　　の自生的FD諸活動にも参与して、全学レベルでの相

　　互研修型FD組織化をめざす。

　　　以上を先のr相互研修型FD支援システム」の概念

　　図（図1）に書き込むと、図2のようになる。

　　【4，取組の目的・目標と大学の理念との連関一「自

　　由の学風」の具現化】

　　　これまでの取組での相互研修型FDの組織化は、京

　　都大学の「自由の学風三、すなわち教員集団の自己決

　　定や学生との意思疎通を尊重する教育理念の具現化で

　　ある、この取組の延長上にある新たな取組は、センタ

　　ーの開発してきたFD支援システムの有効性と汎用性

　　をたしかめるとともに、このシステムそのものをより

　　いっそう成熟させる、

　　【5、取組への学内支援体制　FD組織化への多面的な

　　援助】

　　　京都大学ては，学内でのさまざまな自与、的な相互研

　　修型FD活動を組織的に支える活動革）、展開されてい

　　る．たとえば、およそ10年間にわたって全学教育シン

　　ポジウムが継続され、ここでの議論から外国語教育や

　　A群科目教育などについて具体的な成果がもたらされ

　　てきた・さらに平成6年6月に全国に類例のない大学

　　教育改革のための組織として高等教育教授システム開

　　発センターが設立されたこと、さらにそれが平成15年

　　4月に高等教育研究開発推進センターへと拡大改組さ

　　れたこともまた、京都大学において相互研修型FDの

234

組織化に向けて学内支援体制が整えられてきているこ

との具体的な現れである。また、センターのさまざま

なFD支援活動に対して、京都大学教育改善推進費

（学長裁量経費）による継続的な資金的援助がある。

3　本取組の特色

一FD第1期実践モデルの構築と公開一

　「相互研修型FDの組織化」は、わが国の高等教育

にとって緊急の課題である。しかし、その難しさから、

いまだに十分な成果は報告されていない。本取組は、

この課題を実際に達成してきたきわめてユニークな活

動である。とくに、FDにおける「ボトムアップの組

織化」、「ローカリズムとユニバーサリズムの統合」な

どの成果は、FD第H期にあるわが国の高等教育に対

して、格好の実践モデルを提供するものである。

【1．基本的な特色】

　どこでも通用しそうな一般的な授業法やシラバスの

書き方などを伝達するトップダウンの啓蒙は、簡単に

実行できる。しかしそれでは、特殊でローカルな利害

のうちにある関係者の要請には、十分に応えきれない。

さらに、特殊でローカルな利害を前提とするFDの成

果を一般化して伝達可能なもの・応用可能なものにす

ることは、もっと難しい。つまり「相互研修型FDの

組織化」という課題には、一般性の特殊化と特殊性の

一般化との両面で、乗り越えがたい難しさかある， し

かしすでに啓蒙の時期をくぐり抜けたわが国のFDは、

まさにこのような「組織化」をこそ切実に求めている一

京都大学の取組は、この組織化をこれまてにすでに一

定程度達成してきた。今後は、以下のi－iiモの具体的

活動を通じて組織化をいっそう進め、その成果をどこ

からでも簡単にアクセスできるものにする、FD第H

期実践モデルの構築と公開こそが、本取組の基本的特

色である。

【2．具体的活動】

（i）ボトムアップの組織化の援助

　京都大学での自生的FD活動の大半は、教員個々人

の危機意識に根ざしており、それぞれの教育状況の固

有性を刻印されたボトムアップ的性格をもつ。こうし

てただちには一般化しがたい特殊性をもつこれらの活
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動を、センターは、FDシステムを通じて支援してき

た。つまりセンターはまず、一般的知見へ主体的・選

択的にアクセスできる情報システム！モノグラフ、

Webなど）を整備し、逆に、特殊性・固有性を刻印さ

れた活動成果を一般的にアクセス可能な情報に書き換

えてきた。さらにボトムアップ的活動の担い手たちが

出会う場を、研究会や印刷物やWebで作り出してきた。

このようにして、ボトムアップの組織化の援助がめざ

されてきているのである、

（ii）ローカリズムとユニバーサリズムの統合

　FD活動は、教員集団の規模、学問的専門性、教育

文化、教育課題などによって当然違ってくる。たとえ

ば工学部とは異なり、法科大学院では、ソクラテス・

メソッドの導入、学士課程履修者・未修者別カリキュ

ラム編成といった教育課題がある。他方、学生の学力

と研究最先端の距離の拡大、大学の学校化と脱学校化

など、大学教員が共通に抱える教育課題もある。セン

ターは、自生的な相互研修型FDを基盤としつつも、

FDネットワークをユニバーサルなレベルヘと広げて

きた。ここでは、自生的FDの特質であるローカリズ

ムと大学教育一般に関連するユニバーサリズムとの統

合に、努力が傾注されるのである、

（iii）FD第五期の実践的課題に応える汎用性の高い実

　践モデルの公開

　「ボトムアップの組織化」および「ローカリズムと

ユニバーサリズムの統合」は、啓蒙期を脱して第H期

に入ったわが国のFD活動にとっては、この時期に固

有の（それぞれの現場性を尊重しつつしかも一般性を

求めるという両立しがたい／実践課題に応える汎用性

の高い実践モデ1レの構成要件である。本取組では、こ

のような実践モデルを、できるだけ利用可能なしかも

伝達可能な形で公開する。

　　　　　　　　　　　　　　　　資料1

霧灘鷲饗饗難講解1

4　本取組の有効性

一FD組織化と教育改善の前進一

＜1〉京都大学での相互研修型FD諸活動と、センター

　の開発したFD支援システムは、全学の教育を着実

　に変えるとともに、わが国のFD全般にも強いイン

　パクトを与えてきた。

〈2ン新たな取組においても、FDと教育改善と評価と

　を一連の循環過程として進める．つまり、取組を通

　じて適切な評価方法を開発し、その評価によって

　FDの教育改善への有効性をできるだけ正確に評価

　し、その評価結果によってFD活動を再編成する。

　このような循環を通して、FD組織化と教育改善は、

　ともに前進する。

【1．京都大学の教育に与えてきた影響】

　京都大学の教育改善は、たとえば全学共通教育や工

学部などのように、自生的FD諸活動とそれへの組織

的支援によって着実に達成されてきた。その際、学内

の意識調査などによれば、FD支援システムもある程

度周知され活用されて、一定の効果をあげてきている。

【2．わが国のFDに与えてきた効果】

　工学部FD活動の文部科学大臣賞の受賞、外国語教

育における教育改善（平成15年度特色GPに採択）、セ

ンターの公開実験授業の他大学への波及、「大学教育

改革フォーラム」への全国規模での多数の参加者など、

京都大学のFDが全国レベルで与えてきたインパクト

は、決して小さなものではない。しかもこのインパク

トは、たんに「量的な」ものであるばかりではなく、

FD第且期の相互研修型モデルを提供するという、こ

れまでとはまったく異質の課題に応えることのできる

「質的な」ものでもある。

【3．新たな取組の及ぼす効果の評価】

　工学部（工学研究科・情報学研究科を含む）は、本

学の最大部局である。また工学部に次いでセンターが

連携しつつある法学部・法科大学院も文系の主要部局

であり、平成16年4月の法科大学院開設に伴って、そ

の教育の質や効果に注目が集まっている。これらの部

局でFDが進められれば、本学の教育全体に組織的な

影響を及ぼすことになる。さらに京都大学の相互研修

型FDはこれまで、学外の大学教育改革にも大きな貢

献を果たしてきたが、今回の取組によってその貢献を

確実なものにする。つまり、本取組はセンターの研究

対象となり、その成果を伝達するさまざまな回路（フ

ォーラム、刊行物など）によって、各大学の個性を重

視したFDの取組に活かされる。

　今回の取組では、＜この取組の評価を通じて教育評

価のあり方を検討すること〉自体が大きな課題である。
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資霜1

「事藤駕饗　　　罫
たとえば、工学部の教育改革に隈定するなら、（a〉試

験・レポートやプレゼンテーションなど「学生の学習

評価」を加味して教育の質と効果を評価する、！b）授

業評価にあたっても、評価項目を、授業形態やクラス

サイズによって変える、（c）評価結果を授業改善やカ

リキュラム改善に結びつける回路を作る、といったこ

とによって教育効果の評価方法それ自体の改善を図

る，こうしてFD、教育改善、教育評価の一連の循環

過程を通じて、FDの組織化、教育改善がともに前進

することになる。

5将来展望

一教員と学生の参加する「学問教育共同体」としての

　大学ヘー

く1＞京都大学における自生的FD活動を、センターの

　FD支援システムの整備によって確実に組織化し、

　第H期型（相互研修型）FD実施の典型例を構築す

　る。この支援システムは、全国の大学から利用可能

　であり、FDの全国的組織化に貢献する，

〈2・この取組では、相互研修によって教員の参加を制

　度化するとともに、教育体制作りに学生の参加をも

　求める。こうして相互研修型FDの組織化を進め、

　教員と学生の主体的参加を実現することによって、

　フンボルト的なく学問教育共同体としての大学＞と

　いう理念を、その今日的な形態において、実現する

　ことになる。

【1．相互研修型FDの全学的組織化とFD支援システ

ムの整備1

　工学部、法科大学院、全学共通教育などでの相互研

修にセンターが支援的に参与することを通じて、相互

研修の全学的な組織化をすすめる。同時に、国内外の

大学教育実践（授業評価、FD、授業法など）の関連

資料を収集・分析して「モノグラフ」として公表し、

「大学授業ネットワーク」を強化することによって、

支援システムを整備する。

【2．相互研修型FDの全国的組織化】

　現在の状況では資金面と人員の両面で限界がある

年度 回数 平均参加者数 参加大学

平成8年 20回 7名 神戸大学・筑波大学など

平成9年 20回 7名 神戸大学・岐阜大学・明治学院大学・福井高専など

平成10年 21回 12名 神戸大学・大阪市立大学・金蘭短期大学など

平成11年 23回 i2名 神戸大学・慶庶義塾大学・大阪市立大学・和歌山大学・富山大学・横浜国立大学など

平成12年 22回 ”名 神戸大学・慶騰樫大学・大阪市立大学・和歌山大学・山形大学・横浜国立大学・山梨大学など

平成13年 21回 13名 慶慮義塾大学・神戸大学・島根大学・和歌山大学・大阪教育大学・千葉大学・京都学園大学など

平成14年 21回 10名 慶慮義塾大学・大阪市立大学・千葉大学・和歌山大学・川崎医療大学・光華女子大学など

平成15年 23回 10名 千葉大学・名城大学・鎌倉女子大学・岡山大学・筑皮大学・川崎医療大学・北星学園大学など

表2　公開実験授業

回 日付 題目 参加者数

第1回 1995．32 日本の大学教育をどうするか 約100名

第2回 1995．11．23 これからの大学はどのような人間育成を目指ずのか 約120名

第3回 199612．8 大学教育の個性化をどう進めるか 約110名

第4回 1997．”．29 これからの教養教育をどうするか 約70名

第5回 1999，32ア 大学授業をどう変えるが一研究から実践へ 約120名

第6回 ㎜0．325 FDをどう組織するか一相互研修の共同体へ向けて一 約120名

第7回 2001324 大学教員の教育能力をどう開発するか 約150名

第8回 20023．23 大学教育評価をどうするか一評価からFDヘー 約300名

第9回 2003．3．15 高等教育における教育改革と、経営改善 約5α）名

第細回 鰍）4．3，20 今こそ大学教育の改善を問い直す一COLの投げかけるもの一 約40D名

表3　大学教育改革フォーラム
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資料1

が、「大学授業ネットワーク」などのWebサイトやML

によるオンライン・ネットワークを整備し、公開研究

会・フォーラムなどの情報伝達システムをできるだけ

双方向的に整備して、相互研修型FDの全国的組織化

を支えるシステムを構築する。

【3．相互研修型FDへの学生の参加一学問教育共同体

としての大学へ】

　相互研修型FDには、教員の参加という理念がこめ

られている。しかし大学教育改革の究極のターゲット

は学生であるから、この理念は、学生の参加をも包摂

すべきである、現在の取組においてもすでに、たとえ

ば工学部の「学生の授業評価を手掛かりにするカリキ

ュラム改革」という課題設定には、大学カリキュラム

を「学生の学習履歴」としても読み込んでいこうとす

る方向性が潜在している。相互研修型FDの組織化は、

将来的には学生の参加をも含み、学問教育共同体とい

うフンボルト的な理念を一その今日的な形態において

一一実現するものとなるはずである。

紀要『京都大学高等教育研究』倉1冊1号～第9号 平成7～15年

叢書『京都大学高等教育叢書』

第1号 「京都大学卒業者の意識調査」 平成9年

第2号 「高等教育教授法の基礎的研究」 平成9年

第3・4・6・8・10・13・

16・19号

r平成8年度公開実験授業の記鋤～r平成15年度公開実験授業の記録および公開実験授業8年間

の中間的総括」

平成10年

　～平成16年

第5号 「大学教育の改善に関する京大教官の意識』 平成11年

第7号 「平成11年度KKJ～Kyoto－Keb　Joint　Sem舶r～で何が起こったか」 平成12年

第9号 r生成的組織評価をめざして」 平成12年

第1摘4号 「大学授業の参加観察プロジェクト報告（その1〉一大学授業の参加観察からFDヘー」「同（その2〉」 平成13・i4年

第12号 rディベート形式による工学部FDシンポジウムー工業化学科・地球工学科・物理工学科一』 平成13年

第15号
rディベート形式による工学部FDシンポジウム（建築学科・電気電子工学科・情報学科）および授業

参観にもとづくジョイントワークショップ報告」
平成15年

第17号 r2002年度学びの支援プロジェクトー学び探求編一」 平成得年

第18号 rバーチャルユニパーシティ構築の基礎づけに関する総合的研究」 平成16年

第2G号 「工学部こおける『工学論理』科目のスタッフディベロップメント活動』 平成16年

罐
『開かれた大学授業をめざして一京都大学公開実験授業の一年閤一』玉川大学出版部 平成9年9月

『大学授業のフィールドワークー京都大学公娼撫剣受業一』玉川大学出版部 平成13年3月

『大学授業研究の構想、一過去から未来ヘー』東信堂 平成14年3月

『大学教育学』培風館 平成15年毛1月

表4　研究成果の公開（センターの刊行物〉

採 択 理 由

　この取組は、京都大学の教育理念である「自由の学風」のもとで、従来から、全学、部局、教員レベル

での様々な相互研修プログラムを行ってきたものを、さらに発展させ、自主的な相互研修型FD活動を全学

レベルで組織化しようとするものです。すでに、全学共通教育や工学部などにみられるように、目生的FD

諸活動とそれへの組織的支援によって大学の教育改善は着実に達成されてきています。わが国のFD活動は、

啓蒙時代から『相互研修型FDの組織化』へと移行しなければならない時期にきていますが、京都大学では、

前述したこれまでの実績を踏まえて、①ボトムアップの組織化の援助、②ローカリズムとユニバーサリズ

ムの統合、③FD第2期の実践的課題に応える汎用性の高い実践モデルの公開といった具体的活動を通じて

組織化を一層進め、その成果をどこからでも簡単にアクセスできるものにするという取組をしています。

これは、FD第2期実践モデルの構築と公開を進めるものであり、その点で、他の大学、短期大学の参考に

なりうる優れた事例であるといえます。また、この取組には、今後、全学的に広げていかなければならな

いという課題も認められますが、これを克服すれば更なる発展が期待されます。
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